
日本では、「ビッグデータ」は 2012 年から注目され始め、
言葉自体の認知度は非常に高まりました。野村総合研究所が
ユーザー企業を対象として継続的に実施しているアンケート調
査の結果からも、2013 年 9 月の時点で、「ビッグデータという
言葉を知らない」と回答した情報システム部門の方は、全体
の 3％しかいませんでした。我々のところへも「ビッグデータで
何かできないか」という話がくるようになりましたし、ビッグデー
タの活用戦略を立てる企業は少しずつ増えてきています。

しかし、実際に取り組みを始めているかといえば、その割
合は諸外国に比べると圧倒的に少ないですね。先ほどのアン
ケート調査は、日本を含む世界 5 か国で実施していますが、
日本は「すでに取り組んでいる」4.8％、「試験的に取り組んで
いる」4.4％と、合わせても10％に満たない状況です。一方、
アメリカは 19.6％と 16.3％、イギリスは 15.6％と 16.3％、ドイ
ツは 15.0％と 11.7％、そして中国は最も進んでいて、20.6％と
36.3％を占めています。

このように、日本だけがビッグデータの取り組みが遅れてい
る原因としては、1 つに、「データサイエンティスト
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」と言われ

る人材の不足、もう1 つは、鉄道会社による乗降履歴の第三
者提供の一件に代表される問題です。個人情報に関わる問題
が社会的にクローズアップされてしまったことで、企業が顧客
情報の活用をリスクと感じて萎縮していると考えられます。

データサイエンティストには広範なスキルが求められます。
その 1 つは、エンジニアとしてのスキル。Hadoop（ハドゥープ）
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と言われる大規模データの分散処理フレームワークなどを駆使
してデータベースを操作したり、コーディングを行うスキルです。
次に、統計解析、数学的な知識。大学で統計解析ソフトウェ
ア「SPSS」や「SAS」などを使ったことがある人です。そして、
コミュニケーション能力。一昔前にデータアナリストと呼ばれ
た人達のイメージは、密室にこもってデータ分析に没頭してい
る、というものですが、データサイエンティストは、意思決定
者に分析結果を分かりやすく伝え、「次にこういうことをすべき
ですよ」とアドバイスを行い、事業部門が実際の行動に移せる
ところまで寄り添う。そこまでのスキルが求められます。単純

※ 1 �データサイエンティスト： 
 データ活用の専門家。統計解析や機械学習、分散処理技術などを用いてデータを分析し、企業の課題を的確に把握し、解決策を提案する。本誌 10 ページ「技術解説」参照

※ 2 �Hadoop（ハドゥープ）： 
 本誌 10 ページ「技術解説」参照
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ビッグデータを新たなビジネス創出やマーケティングの拡大に活かした
いと考えている企業が増えている。一方、何から着手してよいか分か
らないという悩みを抱えている企業も多い。こうした状況に対して、先
進的な事例や、ビッグデータにこれから取り組もうとしている企業が押
さえておくべきポイントについて、『ビッグデータの衝撃』（2012 年 東
洋経済新報社）の著者でもあり、先端 ICT の動向に詳しい、株式会
社野村総合研究所 上級研究員 城田真琴氏にお話を伺った。
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にレポートを書いて終わり、という人は、データサイエンティス
トとは呼べません。

分析結果を分かりやすく伝えるという点では、データを見え
る化する、いわゆる「ビジュアライゼーション」のスキルも重要
です。単純な数値の羅列だけを見せられた経営者が、レポー
トを読まずに終わってしまうケースは多々あります。多忙な経
営者が 1 分で分かるくらいに、情報を見やすく整理するビジュ
アライゼーションのスキルは、日本ではまだ注目されていませ
んが、アメリカなどでは重要視されています。

そしてもう1 つ、業務知識も求められます。ビッグデータ活
用の最終ゴールがビジネスにつなげることなら、そのビジネス
を分かっていないと、どういう仮説を立てればいいか、どうい
うデータを持ってくればいいか、の勘所をつかめません。業
務知識は、言わば土台となる部分ですから、そこが抜け落ち
たデータサイエンティストには、十分な成果を期待できません。
業務知識を持ち、なおかつエンジニアとしてのスキルや統計解
析のスキルを備えてこそ、ビジネスに役立つ新たな知見などを
導き出すことが期待できます。

とはいえ、これらのスキルを全て兼ね備えた、スーパーマン
のような人材は、そう簡単には見つかりません。そのために
ビッグデータへの取り組み自体を断念してしまうことが日本企
業には多いのですが、実は、アメリカでもデータサイエンティ
ストと呼べる人は一握りです。そして、その一握りの人材は、
Google やAmazon、Facebook といったネット系の世界的大
企業が高給で採用し、一般企業にはまわってきません。そこ
で最近は、一人のスーパーマンではなく、それぞれのスキルを
持った人を集めてチームで対応していきましょう、ということ
が言われています。その場合に必要となるのが、通常のシステ
ム開発でいうところのプロジェクトマネージャーです。企画・提
案、コンサルティングができ、かつ人材管理もできる人のもと、
チームとしてデータサイエンティストの業務を遂行するというこ
とです。

社内の人材だけでは実現できない場合は、コンサルティン
グ会社や SIer の人材を活用する方法もあります。ただ、外部
の人間が本当に自社の業務を100％理解してくれていればい

いのですが、必ずしもそうとは限らないので、常駐してもらっ
て、実際の業務を見ながら分析モデルを作ってもらう、という
パターンが多いようです。また、たとえば、EMC ジャパンが
提供している 5 日間のトレーニングコースのような、ベンダー主
催のデータサイエンティスト研修を利用して、社員に基礎知識
を習得させようとしている企業もあります。外部研修で基礎を
作ったうえで、常駐の外部コンサルタントと並走しながら実践
を積んでいく、といった方法でデータサイエンティストを育成し
ている企業もあります。ないものねだりをしても仕方ありませ
んから、こういう取り組みは現実的と言えます。

 

乗降履歴の第三者提供の一件は、何が問題だったかとい
うと、第三者提供に対して利用者に何の通知も告知も行わず、
勝手に販売しようとしたことです。個人情報を取り扱う際の基
本的な考え方は、どういう個人情報を取得して、それをどうい
う目的で誰に渡すかを透明化する、ということです。また、問
題化した後、鉄道会社は、収集したデータの氏名や住所など
を削って匿名化したうえで第三者に提供していると説明しまし
たが、乗降客の少ない駅の利用者のデータが一定期間蓄積さ
れると個人が特定できてしまう可能性があり、個人情報となり
得るものです。単純に氏名・住所を削除さえすれば個人情報
でなくなるというのは認識が甘いといわれても仕方ないでしょ
う。問題はもう1 つあって、「乗降履歴を第三者に提供された
くない場合はここに電話してください」といったオプトアウト

※ 3

の手段が、問題化するまで準備されていませんでした。
「透明性の確保」と「本人関与の機会」は、個人情報を取

り扱う際に必須です。総務省が主催し、2012 年 11 月から
2013 年 6 月にかけて開催された「パーソナルデータの利用・
流通に関する研究会」

※4

の報告書が公開されていますが、それ
に沿っていれば、この一件は基本的には問題ない話でした。
きちんと考慮しないで事業者側で先走ってしまった、というの
がこの一件の大きな問題でした。

※ 3 �オプトアウト： 
 企業が個人の情報を収集・利用・第三者提供する場合、後から情報を削除する機会を提供すること。一方、事前に本人の許可を得ることは「オプトイン」という。

※ 4 �パーソナルデータの利用・流通に関する研究会： 
 総務省 「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会」報告書　 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu02_02000071.html
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第三者提供が問題化した事例は、海外にもあります。オラ
ンダのカーナビメーカーは、利用者の車の速度情報や位置情
報を、カーナビの渋滞情報の提供に活用するとともに、それら
の情報を道路計画の策定に活用したい政府や自治体に販売し
ていました。そこまではよかったのですが、あるとき、警察に
も販売していることが表面化しました。警察は、その情報か
らスピード違反の多い場所を特定できますから、その場所に
速度違反取り締まり装置（通称オービス）を設置すれば、検
挙率が上がります。これが利用者の反発を買った結果、メーカー
は謝罪に追い込まれ、警察への販売を取りやめることはもちろ
ん、利用規約の改訂も行われました。

利用者に対し、何のメリットも用意せずに個人情報を収集
することは、仮に法律上は問題ないとしても、利用者の心情
的には受け入れにくく、ビジネスとしては難しくなります。その
点、利用者に分かりやすいメリットを提供することで、うまく
個人情報を収集している例として、アメリカ・フロリダ州のウォ
ルト・ディズニー・ワールドが 2013 年 1 月から試行している

「MyMagic+」というサービスがあります。RFID タグを埋め
込んだ「マジックバンド」と呼ばれるリストバンドに、ルームキー
やテーマパークチケット、食事やお土産を購入する際のクレジッ
トカードの機能を持たせ、一元管理しようというものです。事
前に Web から個人情報や好きなキャラクターを登録しておく
と、そのキャラクターがグリーティングをしてくれたり、誕生日
を祝ってくれたりします。子どもが喜びますから、親は進んで
子どもの名前や誕生日といった個人情報を提供するわけです。
マジックバンドによってディズニーは、来園者がどんなアトラク
ションを利用したか、どのキャラクターと接触したか、何を買っ
たのかといった情報を収集し、より個々の来園者にカスタマイ
ズしたサービスの提供が可能になります。もちろん、取得する
情報の内容、収集の目的、オプトアウトの方法、第三者提供
の有無などについては、利用者が Web から登録する際に明記
しています。

日本 に おけるビッ
グデータのキープレイ
ヤーは、“ビッグデータ
ならでは”というところ
では、データ分析の専
業企業でしょう。多く
のデータサイエンティス

トを抱え、企業から預かったデータを分析してその結果を返す、
ということを行っていて、その代表がブレインパッドです。ビッ
グデータブームにも乗って、大手企業との協業や合弁会社設

日本における注目のビッグデータ企業

立などを行い、ベンチャー企業が今や東証 1 部上場まで果た
しました。他に、ALBERT（アルベルト）、iAnalysis（アイア
ナリシス）といったデータ分析の専業企業があります。

とはいえ、データそのものがないと始まりませんから、強い
のは、オリジナルのデータを持っている企業で、さらに分析で
きる人材を社内に抱えていれば最強です。そういう企業の多く
はネット企業で、楽天やリクルート、サイバーエージェント、クッ
クパッドなどが代表的です。ネット以外の企業で目立っている
のは、大阪ガスです。「ビジネスアナリシスセンター」を情報
通信部内に設置し、10 人ほどのデータサイエンティストを抱え
ています。

ただし、自社のオリジナルデータを活用している企業の多く
は、ビッグデータなどと言われる前からデータ分析に取り組ん
で成果を出していて、それがビッグデータブームで注目されて
いる、というだけのことです。Amazon のレコメンド機能にし
ても、登場したのはビッグデータがブームになる前ですし、こ
うした企業のビジネスが、現在も引き続き順調、ということで
しょう。

ビッグデータブームの背景には、コンピューティング・パワー
の向上があります。以前は、大量のデータを蓄積したくてもま
ずハードディスクが高価でしたから、一定以上のデータは破棄
せざるをえませんでしたし、大量のデータを持っていても分析
に 1 か月かかっていては、ビジネスのスピードに合いません。
それが最近になって、処理能力が向上し、ハードディスクも安
価になりました。しかも、クラウドサービスを利用すれば、自
前で何千万、何億円ものデータウェアハウスを構築しなくてす
むようになり、ユーザー企業がデータ分析に取り組むための敷
居が低くなってきています。

ビッグデータの定義は、一般に、「既存の一般的な技術で
は管理するのが困難な大量のデータ群」であり、その特性は

「Volume（ボリューム：量）」「Variety（バラエティ：多様性）」
「Velocity（ベロシティ：更新頻度・発生頻度）」という、V で
始まる 3 つのキーワードで示されます。しかし、これは狭義の
ビッグデータであって、現在のビッグデータを取り巻く状況を
含めた広義のビッグデータは、「3Vの面で管理が困難なデー
タ、および、それらを蓄積・処理・分析するための技術、さら
に、それらのデータを分析し、有用な意味や洞察を引き出せ
る人材や組織を含む包括的な概念である」と考えられます。

ただ、ビッグデータは、定義はそれとして、本質的にはそれ
によって、何かにあるいは誰かに、きちんとメリットを出せる
かどうか、というものだと思います。

ビッグデータに対してありがちなのは、「なんとなくたまって 

どのようなデータも“お宝”に変わるのか
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ているなら、ビッグデータだからといって身構える必要はあり
ません。「自社の課題は何か」「課題の解決にデータが使えな
いか」と考えて取り組めばいいと思います。いくつかそういっ
た事例を紹介します。

国内では、コンビニエンスストアを中心とした共通ポイント
カードによるID-POSデータ（顧客の属性情報を含むPOSデー
タ）の分析が多く行われるようになっています。以前は、購入
者の属性を把握するために、たとえば、「女性 20 代」といっ
た情報を、レジ担当者が目で見てレジに打ち込んでいました。
ところが、忙しい時間帯になると、目的意識の低いアルバイ
ト店員などは、自分が押しやすいキーを押しがちなことから、
正確な属性が得られないという課題がありました。それが今
では、ID カードで決済してもらうことで、正確な属性を把握
できるうえに、購入者の居住エリアや、その人がリピーターな
のか、たまたま通りかかっただけなのか、といったことも把握
できるようなりました。

ソフトバンクは、パケ詰まり（通信速度が極端に遅くなる現象）
の解消にビッグデータを活用しています。利用者のスマートフォ
ンにインストールされたアプリの通信ログから、どの場所でど
の時間帯にパケ詰まりが多いかを詳細に把握して基地局の設
置計画に役立て、「つながりやすさ No.1」を実現しました。

ホンダの場合は、同社の「インターナビ」により、数秒間隔
で取得した車の位置情報をもとに急ブレーキの発生箇所を特
定した情報を埼玉県に提供しています。実際に急ブレーキの
多い場所へ行ってみると見通しが悪いことが分かり、その原
因となっている大きな街路樹を剪定することで事故の発生件数
が減った、といったように、地域の安全活動に貢献しています。

日本におけるビッグデータ活用の先駆けともいえるコマツは、
GPS やセンサーを使って建設機械の稼働状況を遠隔監視する

「KOMTRAX（コムトラックス）」によって、保守サービスの効
率化や、顧客に対する適切な使用方法のアドバイスなどを行っ
ています。初期バージョンが登場したのは 1999 年ですが、現
在のビッグデータ活用のエッセンスが集約されており、その手
法は、製造業を中心に非常に参考になると思います。

コマツのような、機械にセンサーを取り付けて故障を予兆検
知するというビッグデータ活用は、今後普及していくと考えら
れます。実際、取り組みたいと考える企業も多いですね。日
本はネットの接続料金が安いので、常に機械と通信して挙動
を監視するといったことが、比較的始めやすい環境にありま
す。また、故障する前に部品交換できれば、アフターサービス
の一貫にもなりますし、リプレースのご提案もしやすくなります。
顧客との接点を常に持っておくという意味でも有用です。この
ように、今の業務の延長上で新たに提供できるサービスは何
か、ということからビッグデータに取り組むのもいいでしょう。

人材、組織

データ処理・
蓄積・分析技術

非構造化データ

構造化データ

（データサイエンティストなど）

出所：野村総合研究所 ビッグデータの概念

（Hadoop、NoSQL、
機械学習、統計分析など）

狭義のビッグデータ
（3Vの特性を持つ）

広義のビッグデータ

（テキスト、動画、音声、
センサー、GPSなど）

（顧客データ、
売上データなど）

ビッグデータだからといって
身構える必要はない

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
いるこのデータで何かできないか」と、漠然とした甘い期待を
抱くケースです。「優秀なデータサイエンティストなら、こんな
データでもお宝に変えてくれるだろう」と思っている人がいま
すが、それはさすがにないでしょう。そもそも、目的が決まら
ないと、収集すべきデータも決まりませんから、ビジネスで結
果を出すには道のりが遠くなってしまいます。

また、収集したデータを分析する前に、データの中にあるゴ
ミを取り除く、いわゆる“クレンジング”という処理が必要に
なります。こうした作業は、顧客データの場合はマーケティン
グ部門がこの処理を担当することもあるようですが、多いのは
情報システム部門が担当するケースです。全行程の 7 割くらい
が、こうした前処理に費やされるという話もよく聞きます。デー
タ分析よりも、その前処理に多くの作業負荷がかかることで、
くじけてしまう企業もあります。「意外に時間も金もかかる。ぱっ
とやってぱっといい結果が出ると思っていたのに」と、上層部
の人ほど感じるようです。

ビッグデータ活用を、社内のどの部門が推進していくべきか。
これは、ケースバイケースだと思いますが、日本で聞いてみる
と、「情報システム部門の仕事」と回答する企業が多いですね。
しかしながら、本質的には、ビッグデータのオーナーは事業部
門ではないでしょうか。ビッグデータ活用によって誰が最終的
な受益者になるかというと、業務を分かっている事業部門に
なるわけですから、彼らがオーナーになって、「我々はこういう
ゴールを目指している。それをデータドリブン（データ駆動型）
で実現できないか」という相談をデータサイエンティストに持
ちかける、というのが、適切なやり方だと思います。

ビッグデータを活用するには、まずは目的をはっきりさせる
こと、と先ほど申しましたが、「そのハードルが高い」と考え
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次世代に責任をもてる総合政策として、30 年先を見据えた市

像の策定を進めている浜松市様。市民インタビューのデータ

に加え、ソーシャルメディア上のビッグデータを合わせて分析

し、市民が潜在的にもっている期待や問題意識、市外から

見た同市の印象を引き出している。行政発想の延長線に施

策を求めるのではなく、行政の既存常識の壁を打ち破る政策

を求める道筋を見出しつつある。

2013 年、浜松市様は 30 年先の未来の姿を見据えた新・総

合計画「（仮）浜松市未来ビジョン」を策定すると発表。自治

体の総合計画スパンとしては非常に長期的な 30 年という期間

もさることながら、策定に向けた基礎調査にビッグデータ活用

を取り入れたことで話題を呼んでいる。2015 年度を起点に 30

年先を見据え、「世代を通じて共感できる『未来』を創造」す

る。企画調整部次長 企画調整部企画課課長の川嶋朗夫氏は、

「5 年、10 年後の計画策定となると、財政事情から制約が出て

くるなど生 し々い話になりますが、30 年後となれば『そもそも、

どうあるべきか』の観点で考えることができます。親と子の年

齢差が 30 歳程度であり、30 年は次代をイメージしやすいとい

う発想もありました」と説明する。

「（仮）浜松市未来ビジョン」は、市長、有識者、地域企業

関係者、学生を含む公募委員からなる策定委員会を中心に議

論され、2014 年 12 月末に策定される予定だ。その基礎調査

のひとつとして「ビッグデータを活用した市民意識調査」があ

る。インターネット上に流れる浜松市に関する声や市民アンケー

ト、市民インタビューのテキストデータ、市民の声システムデー

タを活用し、今後の市政に求められる市民の期待を抽出する。

なぜビッグデータの活用なのか。背景のひとつに市民意識

調査の難しさがある。市は従来、アンケートなどにより定期的

に意識調査を実施、結果を蓄積してきた。しかし「福祉行政

に満足していますか？ 5 段階で評価してください」といった定

型的で一方的な質問への回答は、必ずしも市民が語りたいこ

とではない。30 年後の理想の姿を描くプロジェクトでは、より

多面的に意識を浮き彫りにする必要があるが、多数の市民に、

市が担う福祉、土木、教育など全ての事業に関する評価や意

識を聞き出す調査は難しい。

これらの課題解決の突破口と目されるのが、膨大なテキス

トデータを分析する「テキストマイニング」だ。第 1 段階として、

浜松市に対する要望を聞いた市民 136 人へのインタビュー結果

をテキスト化し、A3用紙1枚に収まる「概要マップ」にまとめた。

どのような単語がよく登場しているか、各単語の関係性はどう

かを分析することで、市民が浜松市に期待していることや課題

を可視化できたという。「テキストマイニング」は決して新しい手

法ではありませんが、概要マップを作成したことで、行政に対

する市民の認識と私ども行政側の認識に異なっている点があ

ることが示されました。例えば、行政は農業を産業と位置づ

けていますが、市民は農業をもっと特別なことと考えています。

行政からみて想定外の発想は、実績に基づいて数年後を予測

するフォアキャスティング式政策の限界を打ち破るカギになりま

す。さらに 30 年後の浜松市のあるべき姿を描き、そのうえで

■浜松市様

SNS上の市政への声と市民意識調査結果をデータ分析
可視化することで30年後の市政イメージを描き出す

浜松市 企画調整部次長 
企画調整部 企画課 課長

川嶋 朗夫 氏

金子 哲也 氏 

浜松市
企画調整部 企画課
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地域振興において、行政の果たす役割は大きい。浜松市も収集したデータをオープンにすることで、地域の企業が新し
い事業の芽を見つけるきっかけにしたいと考えている。行政が従来になかった視点でデータを活用することは、企業を活
性化させ、市民生活をより豊かにすることを可能にする。限られた資源、労働力を最大限に利活用し、地方の力を持続
的に成長していくためにも、官・民が一体となってビッグデータを活用していくことが求められている。

今そして 10 年後どうあるべきかの発想を導くバックキャスティ

ング式政策を具現化してくれると期待しています」（川嶋氏）。

今後、「（仮）浜松市未来ビジョン」策定のためのビッグデー

タ活用は新たなステージに入る。企画調整部企画課の金子哲

也氏は、次の一歩についてこう語る。「Web 上で発信された浜

松市の未来に関連するビッグデータを分析することで、思いも

よらない斬新な発想が出てくるのは間違いないでしょう。しか

し斬新なアイデアを活かすには、これまでのデータと結びつけ

て、どう分析するかが重要だと考えています。既存のデータと

ビッグデータをうまく合わせていくことで 30 年後の未来像に一

歩一歩と近づいていけるだろうと実感しています」。

発想の壁を打ち破るビッグデータ分析は、既存常識や成功

体験にとらわれない商品・サービスの開発などの有効手法とも

いえそうだ。

■位置情報を活用した被災地観光支援プロジェクト

KDDI株式会社と株式会社コロプラは、観光客の「位置情報ビッ

グデータ」を活用した観光動態調査レポートを、東日本大震災の

被災県、岩手、宮城、福島の3県に提供している。「位置情報ビッグ

データ」は、KDDIがスマートフォン利用者から同意を得て個人情報

を取得したうえで、個人を特定できないように加工した性別・年齢

層データと、位置情報データの履歴。これらをコロプラ社に委託

し、特定の観光地域における来訪者、旅程、立ち寄り先、宿泊地、

交通手段などの調査レポートを作成し3県に提供している。位置

情報は、各観光エリアを一定の大きさの区画（地域メッシュ）に加

工されたものを利用。例えば、基地局の緯度・経度と基地局への

接続時間を元データに、観光エリアごとの時間帯別流出入者数を

算出し、来訪者の性別・年齢層などのデータとあわせて分析する

ことで、滞在時間を延ばすための具体的な施策検討を可能にする。

年齢層や交通手段などのターゲットを絞ることで、効果的な誘客

施策の実施など、観光振興計画の策定や地域経済活性化に向け

た施策に活用されることが期待されている。

■企業取引ビッグデータによる被災地産業復興加速策

被災地の産業復興は道半ばとされるが、企業取引ビッグデータ

を活用して被災地域の復興を加速、さらには国や自治体にとって

の戦略的産業振興策の立案に活かす道が開けてきた。その可能

性を示唆するのが、株式会社帝国データバンクが保有する被災地

所在の12万社を含む約70万社の企業データと450万件におよぶ取

引データ、そしてこれらの分析結果である。試みでは、被災地企業

の取引先の取引先、さらにその先の取引先へと広がる取引ネット

ワークを分析。その結果、取引のつなぎ目となる「コネクターハブ

企業」の存在が明らかとなり、同企業を復興の担い手として活用

することが、被災地産業の復興を加速させる方策につながるので

はなどの知見が得られているという。また、調査分析対象を一般

企業に向け、全国規模に広げれば、企業の経営戦略の立案と実行

に有効ではないか。あるいは国や自治体の蓄積する膨大なデータ

との相関関係を分析することで、より有効な戦略的な産業振興策

が立案できるのではないかと、期待を集め始めている。

地域振興や産業振興に向けた活用事例

未来デザイン会議

浜松市 新総合計画（平成 27年度～）策定

分析の全体像とプロセス

分析
（「FUJITSU DatePlaza ソーシャルメディア分析ツール」 など）

ソーシャルメディア上の
浜松に関する声
・Facebook
・Twitter
・ブログ

ビッグデータ

市民の声
・市民の声（ご意見箱）
・市民アンケート
・市民インタビュー

浜松市様提供データ

浜松市様
静岡県西部に位置し、県内最大面積。12 市町村の広域合併により、2007 年、
中核市から静岡県内で最大人口 80 万人を擁する政令指定都市に移行した。

http://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/
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自然を相手にする農作物づくりは ICT の活用が難しい分
野の 1つだ。現在、富士通沼津工場内の Akisai 農場で
は、生産現場の見える化の研究が進められている。セン
サーや Web カメラを使って 24 時間 365 日、栽培環境
を監視し情報を収集。蓄積された多様かつ大量のデータ
から新たな気づきを生み出していく。また見える化により
得られたノウハウの栽培テンプレート化も検討中だ。クラ
ウドとビッグデータの活用による農業の新しい時代が幕を
開けようとしている。

秋野 陽太朗 氏

富士通株式会社
イノベーションビジネス推進本部
ソーシャルクラウドビジネス統括部

Akisai 農場イメージ図

（秋彩）

施設園芸
（352 ㎡）

センシング技術活用
（露地栽培 約 1000 ㎡）

遠隔での監視と制御食・農クラウド

施設園芸 SaaS
農業生産管理 SaaS

圃場センサー

農園情報
センシング
ネットワーク

富士通株式会社
イノベーションビジネス推進本部

ソーシャルクラウドビジネス統括部

稲永 光久 氏

■農業の見える化に取り組むAkisai農場
おいしい野菜や果物には農業生産者が長年培ったノウハウ

が活きている。勘や経験が大切となる農業の生産現場でどの
ように ICT を活用できるのか。2008 年頃から富士通は国内
の農業生産者と ICT 利用の実証実験を行ってきた。
「農業生産者の勘や経験を数値化し、農業の生産現場を見

える化することは日本の農業に新たな可能性を拓きます。ICT
を活用する農業の実現に欠かせないのが、いつでもどこでも
サービスを利用できるクラウドと、多様かつ膨大な情報を扱う
ことができるビッグデータの融合です。富士通沼津工場内にあ
るAkisai 農場では、実際に作物を育てながら農業の見える化
の研究に取り組んでいます」とイノベーションビジネス推進本
部 秋野氏は語る。

Akisai 農場ではハウス 2 棟による施設栽培と露地栽培で
ICT が活用されている。例えば施設栽培では、24 時間 365 日、
センサーとWeb カメラにより温度、湿度、二酸化炭素、日照量、
生育状況など栽培環境をクラウド経由で監視、計測。計測結
果はデータとして蓄積され、グラフなどに視覚化することで気
づきを促す。また施設では取得した栽培環境データに基づき、

天窓、換気扇など施設内の環境を ICT で自動制御する。
Akisai 農場における野菜の栽培は 2013 年 6月からスタート。

まだ数カ月しか経過していないが、すでに成果が見え始めて
いる。その 1 つが、仙寿菜プロジェクトである。

■なぜ葉の色が赤く染まらないのか
仙寿菜は熱帯アジア原産のヒユ科の植物、アマランサス。

特に赤色の品種は高い抗酸化活性を有し栄養価も高い。仙寿
菜プロジェクトは、夏の期間だけ露地で栽培されている仙寿
菜の通年、水耕栽培に取り組み、栽培データを活用し最適な
栽培環境の実現を目指す。同プロジェクトは、Akisai 農場の
施設を使って国立大学法人岐阜大学、WSB グループと富士
通が共同で行っている。

Akisai 農場における仙寿菜栽培で課題となったのは、葉が
緑色から赤色になかなか染まらなかったことだ。「どういう条
件なら葉が赤く染まるのか。8 月から 9 月にかけて 24 時間の
温度や湿度の変化をグラフ化し、赤く染まってきた日と緑色に
戻ってしまった日を見比べていたところ、温度の変化が葉の色
に大きく影響することがわかりました。過去のデータと作業の
結果を比較し、新たな気づきを得られるところが大きなメリッ
トですね」とイノベーションビジネス推進本部 稲永氏は話す。

作物栽培の重要なパラメーターとして、温度は病害虫の発
生や霜対策にも有効だ。また、空気中にあとどれだけ水蒸気
の入る余地があるかを示す飽差（ほうさ）は食物の光合成と
の関わりが深い。毎日の平均温度を足していく積算温度はトマ
トやナスなど果実を食する野菜の収穫時期に大きく影響する。

飽差や積算温度などは、従来、農業生産者が作物栽培を
通じて感覚的に知っていたことだ。作物栽培における匠のノウ

24時間365日、栽培環境情報を収集
蓄積されたデータから気づきを得る

■沼津工場 Akisai
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建設機械メーカー大手のコマツ（株式会社小松製作所）は、グ
ローバル展開する車両管理システムにおいてビッグデータを活用
している。

「KOMTRAX（コムトラックス＝Komatsu Machine Tracking 
System）」と呼ばれるこの車両管理システムは、顧客に納入した
建設機械などに装着したセンサーやGPS装置からのデータを、携
帯電話基地局や通信衛星、インターネットを介して同社サーバに
集積し、分析している。データは、車両の位置、運転時間、冷却
水、エンジンオイルの状況、燃料消費量など。顧客は、メンテナン
ス期日、車両ごとの月間稼働状況、省エネ運転状況、そして故障
の予兆などを知ることができ、運用コストの低減の提案やスピー
ディーな修理を受けられるといったメリットを享受できる。また
万一車両が盗難にあった場合にも、遠隔でエンジンを停止させ
る、盗難防止機能も利用できる。

その一方、「KOMTRAX」は、コマツにも様々な有用情報をもた
らす。最たるものは建設機械の国や地域ごとの稼働状況だろう。
これら情報からいちはやく市場動向を予測し、営業強化策を打
ち、場合によっては在庫調整の判断を下すこともできるのだ。実

際にコマツは、2001年から「KOMTRAX」を標準装備サービスとし
て提供開始し、リーマンショックによる世界的景気低迷も乗り越
え、営業利益を確保し続けている。サービスは無償で提供され、
国内では6万2,000台（2011年）、海外では30万台（2013年）の装備
車両が稼働しているそうだ。

ビッグデータを活用した「KOMTRAX」が、顧客とコマツにとっ
てWIN-WINのソリューションとなり得たのは、次の3つの要素から
だといえる。第1に挙げられるのが、世界各国で稼働するコマツ製
建設機械の1台1台から24時間365日、刻々と生成される多種多様
なデータを計測しデータ化するセンサー技術。人手に頼っていて
はなしえなかった「個別マーケティング」といえる。第2がデータの
集積、処理、分析を安全かつ低コストで行うステージがクラウド環
境で構築可能になったこと。そして第3が、膨大なビッグデータか
ら顧客が真に求める情報を抽出し、具体的な施策に結びつける、
データ分析力とサービス構築力の融合だ。

社会には、GPSや温度・湿度センサーをはじめ、各種センサーが
設置され情報を収集している。センシングデータを活用した取り
組みは、様々な可能性を秘めている。

Akisai農場の一角にあるハウスでは、仙寿菜が栽培されている

ハウを見える化する取り組みも始まっている。「富士通ではミカ
ン農家と共同で栽培環境情報と作業情報をチェックしながら

糖度の高いミカンの生産効率を高め
る試みを行っています。またブドウ園
農家とは、栽培データの収集、分析
を行い、ブドウの最適収穫時期の判
断や害虫の発生予測に活用する取り
組みを行っています」（稲永氏）。

今後の展望について「大学や農家
などとの共同研究を重ね、様々な栽
培データから導き出されたノウハウを

栽培テンプレート化しサービス展開していきたいと考えていま
す。また、気象データや市況データなど様 な々データの活用も
重要なテーマです。食・農クラウド「Akisai」を通じ、生産現
場での ICT 活用を起点に流通・地域・消費者をバリューチェー
ンで結び、日本の農業の発展に貢献していきます」と秋野氏
は語る。

日本の農業も国際競争力が問われる時代。農業における生
産現場の見える化は、日本の農業に新たな可能性を拓き、豊
かな食の未来の実現に欠かせないものとなるだろう。

圃場センサー

CO2センサー

Webカメラ
24時間365日、栽培環境情報を計測し蓄積データを活用

■世界中の建設機械への個別サービスと経営判断情報をもたらすビッグデータ活用

センサーを利用した活動事例
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ビッグデータ特集

技術解説

注目のビッグデータ技術知っておきたい！

「ビッグデータ」という言葉は、2000 年代半ば、スーパーコンピュータを必要とするような一部の研究
開発分野で誕生した。以来、クラウドの進展やコンピュータの性能向上などにより、従来は困難とされ
ていた大量のデータ群の蓄積・分析を可能にする環境が整ってきている。今回は、ビッグデータ基盤と
して注目されている技術を紹介するとともに、データサイエンティストについても触れる。

図1 HDFSのアーキテクチャ

Name Node

ファイル

HDFS Client

データブロック

Data Node Data Node Data Node Data Node

Hadoop（ハドゥープ）とは、Google が自社向けに開発し
た「Google File System（GFS）」と「MapReduce」をも
とに、Yahoo! の技術者が中心となって開発した Java ベース
の分散処理フレームワークである。大量の非構造化データを
汎用 PC 上で高速に処理でき、またスケールアウト（サーバ台
数を増やすことで処理能力を向上させる）を行いやすい点で
注目を浴びている。現在は A

ア パ ッ チ

pache ソフトウェア財団のプロ
ジェクトとして、Apache ライセンスのもと、オープンソース
として公開されている。

Hadoop の 構 成 は、 分 散 フ ァイル シ ス テム「Hadoop 
Distributed File System（以下 HDFS）」と、その上で動
作する分散プログラミングモデル「Hadoop MapReduce（以
下 MapReduce）」から成る。

HDFS は、ファイルを均 等な 大きさのブロックに分割
し、そのファイル名や保管ノード（サーバ）を一元管理する
NameNode と、ブロックを実際に保持しデータを処理する
複数の DataNode で構成される。1 つのブロックは複数の
DataNode に保管され、これによって信頼性を向上させてい
る（図 1）。

MapReduce は、DataNode のブロックを「Map」（欲し
いデータを取り出して分類する）と「Reduce」（分類されたデー
タを集計する）の 2 つのフェーズに分解して実行する（図 2）。

Hadoop では、データを保持しているノード上で計算を行
うことでデータ転送量を抑え、同じノードで計算できなくても、
一番近いノードからデータを取得することで通信を最適化し、
高速処理を実現している。このように Hadoop によって分散

大量の非構造化データの高速処理を可能にした
「Hadoop」

処理フレームワークが提供されるため、プログラマは Map 関
数と Reduce 関数のロジックに集中でき、開発効率を高めら
れるというメリットもある。

以上の HDFS や MapReduce に加え、データ管理／操作
用言語の「Hive」や「Pig」、NoSQL データベース（後述）の

「HBase」など、様々なサブプロジェクトが立ち上がってい
る。また、同じオープンソースの Linux 同様、商用のディスト
リビューション（配布パッケージ）が多数登場しており、一般
企業の導入環境も整備されてきている。

ICT システムの多くは、複雑な検索や集計を得意とするリ
レーショナルデータベース（RDB）を使用しているが、ビッグ
データを扱う上では、非構造化データの処理や、スケールア
ウト面での課題があった。そこで Amazon や Facebook を
始めとするネット企業は、自社サービスの目的に沿った新し
い DB システムを開発するようになった。

RDB がデータ操作に SQL を使うのに対して、新しい DB
システムは SQL を使用しないことから、「SQL に取って代わ
る」という意味合いで「NoSQL」と呼ばれる。しかし最近では、
RDB が得意でない部分で補完的に使用されることから、「Not 
only SQL」と捉える見方もある。

NoSQLでは、RDB が重視するデータの一貫性を犠牲に
することで処理を高速化しており、データ構造も非常に単純
である。また、データ構造を最初から定義する必要がない点や、
スケールアウトによる拡張性を実現できる点なども、RDB と
異なる（図 3）。

RDB の課題を解消しビッグデータに最適化された
「NoSQL」

図2 Map（分類）とReduce（集計）

Reduce 関数

Reduce 関数

データブロック

Reduce フェーズ（集計）

Map関数

Map関数

Map関数

Map関数

Mapフェーズ（分類）
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技術解説

※ 1 ACID 特性：Atomicity（原子性）、Consistency（一貫性）、Isolation（独立性）、Durability（耐久性）の頭文字をつなぎ合わせたもの
※ 2：RDB でもカラム指向型を取り入れているものもある

NoSQL に分類される DB のデータストア方式には、キー
バリュー型（KVS ＝ Key-Value Store）、カラム指向型、ドキュ
メント指向型、グラフ型がある（図 4）。キーバリュー型（KVS）
の1 つ「Dynamo」は、Amazon のショッピングカートで採
用されている。カラム指向型は、大量のデータを対象とし
た分析やデータマイニングに特に適しており、Facebook や
Twitter などで採用されている「Cassandra」や、Hadoop
のサブプロジェクト「HBase」がある。

ビッグデータ処理には、Hadoop に代表されるバッチ処理
の他に、時々刻々と流れてくるデータストリームをリアルタイ
ムに分析する「ストリーム処理」もある。その技術として代
表的なのが、「CEP（複合イベント処理＝ Complex Event 
Processing）」である。

CEP は、複数の情報元から絶えず生成されるデータをハー
ドディスクに格納せず、メモリに読み込む。そして「CEP エ
ンジン」にあらかじめ設定しておいた「分析シナリオ」と条件
が一致すれば、次のアクションへとつなげていく。たとえば、
大手ショッピングモールでは在庫状況を CEP で監視し、在
庫が多い日は夕方から特売セールを実施し、顧客の位置情報

キーバリュー型
（KVS）

 キーとバリューを一組とするシ
ンプルな構造。スケールアウ
トによる性能拡張に向く

カラム指向型
※ 2  1 つのキーが複 数のカラム

（列）を持つ。データ構造の
変化に柔軟に対応できる

ドキュメント
指向型

 JSON や XML などドキュメン
ト形式でデータを管理。ブロ
グや記事の管理などに向く

グラフ型  ノード、リレーションシップ、
プロパティで構成。データ間の
関係性を管理することに向く

図 4 NoSQL の種類と特徴

キー バリュー

ビッグデータのリアルタイム分析を可能にする
「CEP」

と嗜好から近くにいるターゲットのモバイルにメールで告知す
ることで、顧客の購買行動を喚起している（図 5）。

CEP 自体は新しい技術ではないが、近年の新たな動きとし
て、Facebook の「Data Freeway」や Twitter の「Storm」、
Yahoo! の「S4」など、ネット系企業が自社用に独自の CEP
を開発し、オープンソースとして公開している点が注目される。

ビッグデータ基盤やツールをそろえても、それ自体がビジ
ネスの価値創造につながるわけではない。ツールを使いこな
し、膨大なデータの山から隠された金脈を探し出し、ビジネ
スにまでつなげる人材が必要となる。こうしたスキルを持つ人
材が「データサイエンティスト」と呼ばれており、Google や
Amazon、Facebook などが成功してきた背景には、データ
サイエンティストの存在がある。

データサイエンティストに求められるスキルは、統計解析や
データマイニング、機械学習といった「分析スキル」、分析ソフ
トウェアや Hadoop、非構造化言語を扱うためのプログラミ
ングといった「ICT スキル」、そして、自社のビジネスに必要な
データや分析を見極める「ビジネス知識」と、広範囲にわたる

（求められるスキルや人材不足の状況、および育成事例などに
ついては「巻頭言」参照）。

データ分析の流れは、課題を設定して必要なデータを特定・
収集・加工し、データに潜むパターンや規則性を表すモデル
を作成、そのモデルの検証結果からビジネス施策を立案して
いく、という流れとなる（図 6）。

図5 CEPの活用例（顧客の購買行動喚起）

１２３４　５６７８　９1011

ABCDEFG

イベント

イベント

イベント
イベント

イベント
イベント

イベント
イベント

イベント
イベント

シナリオにひも付く
アクションの実行

CEPへ
情報を入力

ネットワークの負荷

天候情報

クレジットカードの
利用

様々な情報

ウインドゥへ
シナリオを適用

購買

分析シナリオ

アクション

メール送信

サイトの
メッセージ変更

直近３分間のイベント（ウインドゥ）
CEP

同ユーザーの
購買
商品在庫
チェック

データサイエンティストとデータ分析

①課題設定 データ分析によって解決したいビジネスの課題を設定

②分析設計／データ設計 ビジネス課題を分析の課題に置き換え、必要なデー
タを特定する

③データの準備 分析に必要なデータを集め、分析可能な形に加工 
する

④モデルの作成 データを分析したり、ルールを見出したり、モデルを
開発したりする

⑤モデルの検証 分析結果を解釈する。場合によっては、チューニング
や再実験を繰り返す

⑥分析結果の活用 分析結果を元に、ビジネス施策を立案・実行する

図 6 データ分析の流れ

RDB NoSQL
データタイプ 構造化データ 非構造化データがメイン

スキーマ 事前定義が必要で、固定的 事前定義不要で、柔軟に変更
可能（スキーマレス）

データ一貫性 ACID 特性
※ 1

により一貫性が厳
密に維持されている

一時的に一貫性が厳密に維持
されていない状態がある（結果
整合性）

拡張性 スケールアップが基本。データ一
貫性の維持を厳密に行うため、
パフォーマンス低下が目立つ

スケールアウトにより大量アク
セスによるパフォーマンスの低
下が少なく、リニアにスケール
する

サーバ １台で稼働することが前提 分散・協調して動くことが前提

耐障害性 耐障害性を高めるためのコスト
が高い

単一障害点がないものが多く、
低コスト

問合せ言語 SQL SQLでない複数言語サポート

データ量 大規模データの高速処理には
パーティショニングや INDEX
を張るなどの工夫が必要

大規模データの高速処理が容易

図 3 RDB と NoSQL の違い
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目的の明確化からお客様を支援
ビッグデータ活用を成功に導く

ビッグデータ活用において目的の明確化は重要なポイントとなる。目的を明確にするこ
とで効率的なビッグデータ活用が可能となり、企業経営に新たな価値をもたらす。
富士通は、昨年開設した「ビッグデータイニシアティブセンター」を中心に、お客様の
ビッグデータ活用を支援しており、お客様の課題に最適な提案で応える活動を行ってい
る。河合センター長に、企業におけるビッグデータ活用の現状についてお話を伺った。

ビッグデータ特集

河合 美香 氏
富士通株式会社
統合商品戦略本部
ビッグデータイニシアティブセンター
センター長

富士通の取り組み

しかし、現場は業務に関して詳しいが、分析やICTの専門家
ではない。現場がやりたいことと、それを実現するために、どん
なデータをどのように収集するかといったICTや、分析手法を
組み合わせることが必要となる。

富士通は、ビッグデータを活用したい現場と情報システム部門
を対象に仮説立案ワークショップを無償で行っている（図1の
STEP1）。ブレインストーミングによりニーズを抽出し、目的の
明確化を図り、それを実現するための目標や効果のKPIの設
定、仮説立案を行う。STEP1の仮説立案ワークショップで目
的などを設定してから、データの選定や分析手法を検討する
STEP2、お客様のサンプリングデータを使って分析し検証を行
うSTEP3、実装フェーズに向けて企画構想や立案を実施する
STEP4へと、富士通はビッグデータ活用の検討段階からきめ
細かくサポートしていくサービス商品も用意している。

ワークショップや実証検証は、ビッグデータイニシアティブ
センターが主導で、富士通トラステッド・クラウド・スクエア内の
ビッグデータイニシアティブラボで行われる。

2013年6月、ビッグデータを活用したイノベーションを加速す
るために開設されたビッグデータイニシアティブセンターは、お
客様、協業パートナー、ベンチャー企業向けの支援を総合的な

システム導入において、「システムありき」ではなく、「システ
ムを導入しどのように課題を解決するか」が重要であるように、
ビッグデータ活用でも「データありき」ではなく、「データを活用
しどのように経営に貢献するか」といった目的の明確化が重要
なポイントとなる。ビッグデータ活用の目的は、高度な分析を行
うことではなく、分析結果から潜在するパターンや法則を発見
し、次のアクションにつなげ、企業経営に新たな価値をもたら
すことにあるからだ。

また、調達、生産、物流、販売などの社内データに加え、セン
シングや位置情報、ソーシャル、気象、交通、行政など多種かつ
膨大なデータから、目的や仮説もなく「新たな気づき」を見つけ
出すのは至難の業だ。目的を明確にすることで、精度を高める
ために必要なデータの選択や、最適な分析手法との組み合わ
せが可能となり効率的なビッグデータ活用が実現できる。

企業はこれまでもBI（Business Intelligence）などを使って
データを分析してきたが、ビッグデータ活用ではデータの規模
やスピードが大きく異なる。例えば、月次レポートだったものが
リアルタイムに把握できたり、24時間365日、刻 と々変わるセン
サーのデータが利用できるなど、今まで分析できなかったこと
が可能となる。また機械学習

※ 1
の進化により人間の思考では発見

できなかった新たな気づきを得ることもできる。
企業はどのようにビッグデータを活用したいと考えているの

だろうか。富士通の商談においてビッグデータ活用のテーマを
分析した結果、最も件数の多いテーマがマーケティング、次に
故障予測、新サービス創造、行動分析、需要予測と続く。企業
のマーケティング部門や工場などからの問い合わせも増えるな
ど、現場での活用ニーズは高まっている。スマートフォンやタブ
レットなどモバイル端末の普及とクラウドの普及により、現場で
情報を活用する環境が整ってきたことが背景にあると言えるだ
ろう。

ビッグデータ活用では
目的の明確化が重要なポイント

図1　ビッグデータ活用の目標・効果の設定から支援

STEP 1 STEP 4STEP 3STEP 2

● ブレインストーミング
 によるニーズの抽出
● 目標・効果のKPI
 設定
● 仮説立案

活用目的・
効果の設定

● 実現に向けた分析
 手法、適用技術、
 運用イメージの
 検討

データ活用
具体化検討

● お客様データを
 使ったデータ分析/
 解析検証

データ分析・
解析検証

● 実装フェーズに
 向けた業務/ICT/
 体制企画立案
● ICTのご提案

企画構想
立案

2、3回（2～3週間）
仮説立案ワークショップ

3か月～　※ご要件によりスケジューリング

課題解決メニューからプラットフォームまで
体系化して提供

※ 1�機械学習： 
人工知能における研究課題の一つ、人間の学習能力と同様の機能をコンピュータで実現する技術
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富士通の取り組み

●実践事例に学ぶ！ビッグデータ利活用研修
日時	:	3 月17日 ( 月 ) ～ 20日（木）［3月開催］
場所	:	富士通ラーニングメディア 品川ラーニングセンター
http://jp.fujitsu.com/solutions/bigdata/seminar/20140114/

関連サイト
●富士通のビッグデータ ～ Big Data Initiative ～  

http://jp.fujitsu.com/solutions/bigdata/

リアルタイム経営

設備メンテナンス高度化

社会インフラ維持･管理

頻発停止発生予測

エネルギーマネジメント CX(顧客体験価値) センサーM2M

サプライチェーン最適化

需要予測

パーソナライズ化

人的リソース最適配置

業種・業務・情報系アプリケーション

データ利用（コンバージェンス）

アプリケーション

マーケティング高度化 商品・サービス強化業務プロセス改革

アナリティクス
外部データ連携「DataPlaza」

位置情報活用基盤サービス「SPATIOWL」

スマートデバイス

データキュレーションサービス

ビッグデータ人材育成サービス

インメモリ カラムストア 並列分散処理 複合イベント処理 マスターデータ管理

Interstage、ISV(SAP、SAS、Oracle)

サーバ、ストレージ クラウドサービスPCクラスタ

オファリング

ビッグデータ
アナリティクス

ビッグデータ
プラットフォーム

オープンデータ検索連携「Linked Open Data」

ビッグデータ
エンジン

センシングネットワーク

図2　「FUJITSU Big Data Initiative」商品・サービス体系

富士通は、オファリングからアプリケーション、アナリティクス、
エンジン、プラットフォームまで、ビッグデータ関連の商品やサー
ビスを「FUJITSU Big Data Initiative」として体系化し（図2）、
お客様のビッグデータ活用の最適化を実現していく。

ビッグデータ活用の可能性は先進のICT技術により大きく
広がる。位置情報にSNSなどの情報を重ね合わせ、新たな価
値を創出する位置情報活用基盤「SPATIOWL（スペーシオ
ウル）」、世界中のデータ公開サイトのLOD（Linked Open 
Data）を格納し高速な一括検索を提供するLOD活用基盤、音
響データによる故障予知といった最先端音響技術、収集から
活用まで様 な々要素技術など、富士通はビッグデータ関連の技
術開発に力を注いでいる。

また、ビッグデータを活用したイノベーションは社会全体を巻
き込んで拡大していくため、各業界をリードする企業や団体と
のパートナー連携強化を図っている。さらに、ビッグデータを活
用した新たなサービスを開発したいベンチャー企業を募集しビ
ジネス化の支援も開始した。

ビッグデータ時代における競争力の強化では、データサイエ
ンティスト

※ 4
の育成も必要となる。しかし、業務、分析技術、ICT

のすべてを理解するデータサイエンティストの育成は容易では
ない。また、成果につなげていくためには組織として機能する
ことも大切だ。

富士通では、自社内でも実践している
データサイエンティスチームづくりを提案
している。チームは、ビジネス企画担当、
データ分析担当、システム担当によって構
成されることから、既存の人材を活用し
迅速に対応できる利点は大きい。データ
サイエンティスチームづくりを支援するビッ
グデータ利活用研修も定期的に開催して
いる。

今後、富士通はビッグデータ活用により
日本企業の競争力を高めるべく、技術・研
究開発はもとより、オファリングの拡充な
どビッグデータイニシアティブセンターを中
心にお客様支援を一層強化していく。

観点で行う。お客様支援では、コンサルタント（富士通総研）、
要素技術・研究開発（富士通研究所）、データ分析の専門家
キュレーター

※ 2
、BIのSEやビッグデータプラットフォームの技術

者など、富士通グループのビッグデータに関する技術やサービ
スを統合しお客様に最適な提案を行う役割を担っている。

検討段階の支援ではワークショップに加え、オファリング
※ 3

の
活用も重要な取り組みとなる。約200件のモデル事例を通じて
明確となった市場性の高い利用シーンを課題解決メニューとし
てオファリング化し、富士通の商品やサービス、独自技術を組
み合わせた実装モデルとして提供する。

具体的には、業務プロセス改革（リアルタイム経営の実現／
故障予測による設備メンテナンスの高度化など）、サプライ
チェーンの最適化（需要予測の高度化によるサプライチェーン
マネジメントの最適化）、マーケティングの高度化（顧客需要分
析による人的リソースの最適配置など）、商品・サービス強化
（M2Mデータによる商品・サービスの高度化）の4テーマ、10
種のメニューとなっている（図2のオファリング）。

お客様の間では、「ビッグデータは活用したいが、どこから
手をつけていいのかわからない」といった声も非常に多い。
ビッグデータ活用は企業の競争力やノウハウに直結しており、
扱うデータも機密性の高い情報が多いため、企業が参考にし
たい事例数が少ないのが現状だ。過去の商談をベースにした
オファリングメニューは自社でビッグデータを活用するイメージ
を抱きやすく、お客様のビッグデータ導入の糸口として有効で
ある。

データサイエンティスチームづくりも支援

※ 2�キュレーター： 
従来の意味は、博物館や美術館等における学芸員のことを言う。富士通では、統計、機械学習、ICTスキルをもつ新たなデータ活用の専門家を指す

※ 3�オファリング： 
申し出、提供の意味がある offering。 富士通ではお客様のニーズに応じた機能・パッケージ・機器を融合したサービスを指す。実績に基づき開発された具体的な課題や成果を明示
している

※ 4�データサイエンティスト： 
データ活用の専門家。統計解析や機械学習、分散処理技術などを用いてデータを分析し、企業の課題を的確に把握し、解決策を提案する。本誌 10 ページ「技術解説」参照

13 2014.2.20  Family357号  


